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｢SEEA｣考 (1)
一自然環境の価値評価と経済との統合勘定-
種 木 健 次
LastautumnUnitedNationsissuedtheHandbook"Systemofthein一
七egratedEnviromentalandEconomicAccounting"(SEEA).Thisisthe
deslgnforNewSocialIndicatorofwealthintheageofEarthinsteadof
SystemofNationalAccounting."TheEarth"hasbeenconfrontingwith
ecologlCaldeteriorationforthesakeoftheeconomicgrowthindeveloped
countriesand,otherhand,ofthe"growthmania"tendencyindeveloplng
countries.
SEEAistheresultantreportofthatmanyconscientiouseconomists,
Statisticiansandscientistsintheworldhavestudiedtheconceptsofthe
sustainabledevelopmentandtheconsistentprincipleofeconomyand
ecology.Thevaluationofnatureenvironmentsuchasbiota,soil,water
andairisrecognlZedasthefundamentalwealthaswelasman一made
productsandassets.
ThispaperexaminesthemethodandtheintegratedsystemofSEEA
fromanEnvironmentalorEcologlCalEconomicspointofview.
第 1章 はじめに
世界の経済指標として現在使われている国民経済計算 (SNA),簡単
にいうとGNPということになるが,これは人間の働き労働だけが価値を
生み出す行為であり,人間の働き掛け (労働時間)を経済の価値に置き換
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えてみているわけである｡このGNPという指標は,これまで何度も改定され
ながら現在に至っているが,いまだにいろいろな問題を含んでいると言える｡
例えば,労働以外の時間,余暇,自由時間に行う人間の活動は十分に評価さ
れていない｡しかし人は,そうした時間において自己実現ないしそのための充
電をはかる｡ また,女性の家事労働,ボランティア活動といった活動も ｢影の
労働｣部分で,GNPには入っていない｡更に経済活動に伴う自然環境の破壊,
その壊された自然の ｢価値｣も含まれていない｡しかし,破壊された自然を復
旧する活動を行えば,その費用はGNPに含まれている｡ 壊 しては修復 (生態
学的な意味での再自然化,修復ではないにしても)するというような,道路を
舗装しては別の管や溝を配置するために掘り返し再舗装するといった ｢有効需
要創出策｣としては有効な日頃見慣れた公共事業方式は,資源の浪費と見なさ
れず,確実にGNP創出に寄与するが,これと同じコンテキス トで破壊 した環
境を ｢修復｣する事業もまた有効需要の面では有効なのである｡
つまり,これまでの経済社会,その学問的な視座は,自然を軽視 した視点か
ら構築されたものであるが,いま環境論的に問われているのは,これからは自
然環境の豊かさを物理的に表示したり,貨幣の価値にも計算していこうとする
方向であり,それをかなり指標化しているのが環境勘定の基本的な考え方であ
る｡
環境経済学の研究が始まったのは,1970年前後である｡ それは,学者の頭の
中の事で,いくつかの経済モデルが発表されたりした｡ついで,国連で ｢持続
可能な開発｣という概念が提唱された｡それにより,経済と環境というこれま
で合い矛盾 ･対決するものと考えられてきた考え方が,大きく転換 してくるこ
とになった｡
こうした変化の兆しが見られたのは1980年代になってからであるが,他方で,
資源管理つまり地下資源の枯渇の懸念から,80年代半ばに ｢自然資源勘定｣ と
いう考え方がUNEPと世界銀行が組織した共同作業班において取 りまとめら
れ,自然資源と環境の分野における物質的 ･貨幣的計算の可否が検討され,エ
-60(192)-
コロジー的に調整され持続可能な収入と生産物のオールタナテイブなマクロ指
標を開発するテーマが着手されることになった (Ahmad,EISerafy,Lutz,1989)｡
共同作業班では合意が得られ,環境勘定を国民勘定体系であるSNA (国連,
1968)と結び付け,進行しつつあるSNAの改訂に環境勘定のある側面を含ま
せるために,十分な進展が達成された｡さらに ｢自然環境｣資産全体をも考え
て,経済と環境の両方を経済学に取り入れようという1970年代の ｢マテリアル･
バランスモデル｣といった前々からの動きが,1989年から92年の地球サミット
にかけて,一挙に活発化してきたのである｡
環境論的研究関心と持続可能な社会 ･経済の発展の議論が国際社会において
増大し,特に環境と開発に関する世界委員会 (WorldCommissiononEnvironm-
entandDevelopment,1987)の報告によってその研究は促された｡環境論的な
主張と持続可能な発展は,こうして1992年6月にリオ ･デジヤネイロでの国連
環境開発会議-の基本的なテーマとなって行ったのである｡
こうしてこの新しい発展概念を明確にし,その評価と手法の方法論を発展さ
せるための必要が強調されてきている｡ SNAの現行改訂案 (国連,1990)も,
環境 ･資源勘定の様々な概念,定義,分類及び作表がどのようにSNAに結び
付けられ,統合された環境 ･経済勘定の基本枠組みにどのように組み入れられ
ることが出来るかを検討するために大きな契機を与えている｡ しかしながら,
多くの異なった短期 ･中期 ･長期の社会経済分析に役立つ完成した経済勘定体
系を根本的に変えるというのは早計であるとの認識も共通していた｡
従って国連統計委員会は,その第26回会議で,環境及び自然資源勘定の概念
と方法が,統合された環境 ･経済勘定のためのSNAサテライト体系において
さらに練りあげられることを要請した｡国民計算のサテライト体系は,コアを
なすSNA体系に負担をかけ過ぎることなく柔軟なやり方で,国民計算の分析
的キャパシティを社会的経済的な関心の選択的な範域に拡張することを見出し
たのである｡
国連統計局と世界銀行は,このためにメキシコとパプア ･ニューギニアでパ
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イロット研究を行った｡あらゆる環境的項目が,経済的及び経済的/環境的集
合として比較できるために,勘定枠組みの内的論理と両立するやり方で,これ
までの国民経済計算体系に対し適用することもなされた｡
1990年には, SEEA (System oftheintegratedEnvironmentaland
EconomicAccounting)という ｢経済と環境を統合したコンセプト｣がある程
度まとめられて提案された｡国連統計局により,それは1992年10月に,更に体
系づけられ (ヴァージョンアップ:Ⅴ版),各国政府の検討に委ねられること
になった｡これにより21世紀にかけて長い時間をかけて,GNPを眠りこませ
て,SEEAを世界の社会指標として統一していこうとするもので,その基本
的な足がかりである｡ 当面の段階は ｢サテライト勘定｣,つまりGNP (経済
勘定)本体に付録的に環境勘定体系を付けていくものである｡ しかし,他方で
は,GNPの改訂 (グリーン化)を一層進めて行くものと言えるであろう｡
こうした国際的な動きをうけて日本では1992(平成4)年度から,環境庁
(国立環境研究所) ･経済企画庁 (経済研究所) ･農林省 (森林総合研究所など)
が ｢研究プロジェクト｣を設けた｡1993年度に入ってさらに建設省の建設政策
研究センターの研究スタッフもそれに参加することになり,小生の処にも新春
早々の1月20日,アドバイスを求められた (研究協力)｡中央省庁のこの研究
プロジェクトは,平成5年度には基本資料の収集にあたり,平成6年度にモデ
ル的数値例を作ることになっている｡
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経済勘定 (現行 ｢新SNA(国民経済計算体系)｣):呼称GNP
研究 (平成5,6年度)
経済勘定 (改訂)に付としてサテライト勘定として ｢環境勘定｣をつける
I
SEEAという経済勘定 ･環境勘定の統合した体系
へとテイク ･オフしようというのである｡
それは, ｢自然資源勘定｣とか ｢SNA｣のような既存のデータ体系に取っ
て替わろうとするつもりではなく,それらの可能な要素である限り ｢包括的な
データ体系を樹立すること｣を意図するが,環境の (経済的な計算)を志すの
ではなく,あくまでも ｢経済が (環境勘定体系の一部)として扱われるべき｣
ことになるとされている｡自然と人間の間の均衡を ｢生態学的響き｣で定義し,
その不均衡を是正し,人間とそれ以外の生き物の要求との間の最適均衡へと向
かうべきであるというコンセプトなのである｡それ故に,その統合された勘定
の枠組みは,人間の需要を自然環境の定常的な状態とつ り合わさせる持蔵可能
な開発の方策を支持すべきであるという視点を支持している｡
このように,現行SNA(国民経済計算体系)という ｢豊かさ｣指標が21世
紀にかけて根本的に改訂されて,SEEAという総合勘定になることが確定さ
れている｡ 自然に資産評価をどのように与えて,環境評価を行うべきかをめぐ
る計算方式の修得と,そのコンセプトについての学問的定立が急がれている｡
この稿は,こうした理論的なフレームワークの検証を,国連統計局がまとめた
SEEAマ トリクス最新版を提示したハンドブックを基に,自然環境 と経済の
間の相互関連を措くSNAサテライト体系の再考を行いながら,SEEAの概
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念的な基礎を整理検討する｡
ハンドブックは,SEEAに包括性をもたせるとする｡もちろんのことで,
環境と経済の相互関係を記述するための可能性のすべてを採用することを意味
しない｡個別的な国の特別の環境的 ･経済的問題が,計算に取入れるべき主要
な分野の選択を決定しなければならないし,データ取得性とデータ基礎の一層
の改善の可能性が,SEEA概念の採用を制約するという面があるからである｡
こうした限定は,互いに独立的に使い得る建築ブロックの多様性を構成すべき
である (vanTuinen,1986の提言を参照)として,次のような構図を与えてい
る (HANDBOOK,(4.136))0
A 現行SNAの区分けないしは完成
------一一-一一一十 十一一1-----1･
人工自然資産: i非人工自然う
欝 市`脚 量 目苧市場評価,
原材料のフロ
ーと資産勘定
土地利用,エコ
システム勘定
の貨幣デー タ
利用 J;源の利用
(メイン1テナ1.日 メインテナ
ンス評価) 壬iンス評価)--I--------++--I-I-----
C:環境着用の追加帰属
景観,エコシ
ステムの悪化
(メインテナ
ンス評価)
に係わる活動
の貨幣デー タ
しての環境利;;環境の反響
用 :⊆(報酬価)
(HANDBOOK.表4.10SEEA補完のための建築材料)
SEEA概念は,恒常性の条件に一致し,伝統的な勘定計算と密接に連結し
ているその特殊な体系にとって適合した建築材料を選択することを各国が可能
とするように包括的たろうとしている点に特徴がある (ibid.,(4.138))｡デー
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夕基礎は,将来にSEEAのより完全な版を達成するという観点で,SEEA
のそもそもの建築材料を補完することと平行して改善させる必要があるという
ことで,限定的なのである｡
第2章 国連 ｢SEEAハンドブッ9Jの構図
そのハンドブック最新版は,近年に議論されてきた様々な考えを可能な限り
反映させること,異なった学説の統合 (Synthesis)を見出すということにおい
て,近年の理論研究の総括書でもあるとも言える｡ その視座は ｢過去に示され
たアプローチの一通りの分析は,それらが互いに排斥的でなく,補完的である
ということ｣, ｢現在一般的アプローチを欠いている理由は,対立した考えと
いうよりむしろ,異なったアプローチの間の連結を見失っていると見るべきで
ある｣という処にある｡ 故に,ハンドブックの概念的な提言が示そうとしてい
るのは,自然環境と経済とのカテゴリーの ｢比較できないデータセット｣を打
ち立てようとするのではなく,包括的であり両立的であり得る自然環境と経済
の間の相互関連性の像を示すことであり,環境 ･経済関連の実効的な分析が異
なった部分が比較しうる概念に従って,相互が密接に結び付いたデータ体系を
必要としていることを証明しようということである｡
｢自然資源勘定とかSNAのような既存のデータ体系に取って替わろうとす
るつもりはなく,それらの可能な要素である限り包括的なデータ体系を樹立す
ることを意図している｣(ibid.,(1.3))｡ ｢環境と経済の間の相互関連性を記
述することが緊急に必要なのは,国民経済計算体系を無効とすることでなく,
分離することによって伝統的国民計算と密接に結び付 くべき特別のデータ体系
へと導くべきこと｣である｡ このアプローチは,コア体系として使われる伝統
的国民計算と,サテライト体系 (ないしサテライト勘定)の性格をもつ特別デー
タ枠組みというい二つの体系を必要とする (Hamer,1986;Lemaire,1987;
Reich,Stahmereta1.,1988;Stahmer,1991;Teilet,1988) (ibid.,(1.89))｡
まず,そのサテライト体系のコンセプトから検討してみる｡ SEEAの自然
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資産勘定の出発点は,現在作業中のSNA概念の改訂後,人間によって生産さ
れない自然資産をも含むことになろうSNAの非価格的資産勘定である,とさ
れている (ibid.,(1.96))｡
コ ア 体 系
国民 計 算
体 系
(SNA)
経済活動の
記 述
サテライト体系
国民 l : tl環境の経済
計算の分離
(環境関係)
A
環境 ･経済
相互関連性
物質的デー
タ B
的利用の付
加的評価
C
SNAの生
産境域拡張
D
sNAの伝統的概念 概念的拡張と修正
表1.5との相応 ハンドブックの章
A:(6) A:2章
B:(1X3) A+B+C:4章
C&D:(5) A+B+C+D:5章
(HANDBOOK,表1.5SEEAのためのSNAサテライト体系)
環境統計研究
開発枠組み(FDES)
環境と社会一人口統
計学的 ･経済的活動
の記述
SNAから分離される表のSEEAのA部分は,生産 ･産出部分 (投入 ･産
出表へのデータ基礎)で,投入 ･産出枠組みは,それが経済活動-の投入とし
て自然環境からの自然資源のフロー,そして自然環境へ戻る望まざる産出とし
ての生産 ･消費活動の廃物のフローを含むことにより容易に拡張される部分で
ある｡ 環境 ･経済の関連の分析には最適の経済フレームワークである (参照 :
Beutel,1983;Cumberlang,1971;Cumberlang,Stram,1974;Forsund,Strom,
1972;Franz,1988,1989,;Hettelingeta1.,1985;Isard&others,1968;Isard,
1969;Isardeta1.,1972;Leontief,1970,1973;Leontief,Ford,1971;Lehbert,
1972;Rose,Miernyk,1989,par5.5;Schafer,Stahmer,1989)｡SNAから分
離される部分で,環境悪化除去,悪化した自然環境修復のための環境保全活動
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並びに悪化した環境によって生じた影響 (損害)費用 (健康支出,モノの腐食
費用)が含まれている｡
SEEAの第2の部分 (表1.5:partB)は,物質的タームでの自然環境と経
済の間の相互関連性を含んでいる｡ 自然資源勘定,物質/エネルギー均衡,及
び投入 ･産出の構成部分である｡
SEEAの第3の部分 (表1.5:partC)では,自然資産の経済的利用の帰属
費用を測定することで,次のようなアプローチが扱われている｡
(1)SNAにおける非価格資産勘定の概念に従った市場評価
(2)最低限は自然資産の現在の水準を持続させるために必要な費用を測定しよ
うと試みる評価
(3)とくに自然環境の ｢消費サービス｣の価値を測定するために適用できる報
酬の評価
SEEAの第4の部分 (表1.5:partD)は,SNAの生産境域の拡張によっ
て得られる付加的な情報を含む｡こうした拡張は,自然環境-の家計活動の効
果と悪化した自然の福祉的側面の理解がその詳細な分析に必要とする家計活動
の場合に,特に適用されている｡ さらに, ｢環境サービス｣の生産として自然
環境の経済関数を扱う結果が議論されている｡
統合された環境 ･経済勘定体系では,経済活動を記するためのデータ体系と
しての伝統的な国民計算体系､環境勘定体系,そして環境と経済の間の相互関
連を記述できるすべての貨幣 ･物質フローを含む必要がある｡ こうした理念型
概念は現在まだ実現できていない (参照 :例えばRichter,1991;Tappeiner,
1992;Friend,Rapport,1989;Ward,1990)｡ その主な理由は,自然環境を記
するための包括的データ体系が見つからないことである｡ 現存の環境 ･経済デー
タ体系の完全な統合は,それ故に今の時点では不可能である (ibid.,(1.75))｡
次に,SEEAのバージョンアップにおけるコンセプト展開の推移を示 して
おく｡
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SNAから環境に関して分離
物質 ･貨幣勘定の結合
帰属環境費用
版 (辛)Ⅲ
(A+B)
版Ⅳ.1 ;市場
(A+B+C) 蔓評価
版Ⅳ.2 ;
(A+B+C) ;
T---I-----+
i メインテナン
! ス評価
版V.2
(A+B+C+D)
版Ⅳ.3
(A+B+C)
版V.1
(A+B+C+D)
メインテナ
ンス評価
版V.4 ;処分サービス
(A+B+C+D) 匡 地の
一一---I----I----+ 生産サービス
版V.6
(A+B+C+D)
拡張した
投入 ･産出表
市場評価
+
報酬評価
生産境域の拡張
家計生産
版V.3
(A+B+C+D)
市場評価
+
報酬評価
環境サービス
版V.5 ‡消費サービス
(A+B+C+D) i
環境保全サービスの
外部化
投入 ･産出の適用
(HANDBOOK,表1.6VERSIONSOFTHESEEA)
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しかし不可能であっても,なんらかのアナロジー的評価はできる｡ 例えば,
生産範囲を家計生産活動に拡張して,帰属環境費用の次の3つの評価法と関連
して考察する (版V.1,V.2,およびV.3)のことはできる｡ つまり,その
環境サービスは,(a)経済的廃物の捨て場としての自然環境の利用を記する処分
サービス,(b)土地 ･景観 ･エコシステムの生産的サービスの場合 (以上 :版V.
4の部分)そして(C)家計への消費サービスの場合 (版V.5)に,生産として取
り扱うのである｡ しかし内部的な環境保全活動の ｢外部化｣ (版V.6)は,版
Ⅳ.2の概念 (メインテナンス評価)に基づいて記述されるとし,生産境域の拡
張(D)は,帰属環境費用,すなわちpartA+B+C+Dを伴ったSEEAのⅤ
(章の)版の評価と結び付けて更に考察されるとされている (ibid.,(1.105))｡
こうしたモデル化におけるSEEAの適用のための概念的基礎を図示 したの
が次の図1.4である｡
自然環境 ------一一--一一一一一---一一一1-----> 経 済
物質的記述 ; 自然環境 ･経済
(空間的定位)(1日 間の物質フロー
非経済的評価 ; 付加的な非市場
(4) 書 評 価
経済内の
物質フロー
国民計算の
分 化
物 質
データ
貨 幣
データ
<-一一一-------1一一一一一一一一一一----一一-
(1):環境統計体系 (1)十(2):自然資源勘定と環境
(狭義) (広義の統計)
(2):経済勘定体系 (SNA) (2)+(3):物質/エネルギー均衡
(2)+(3)+(5)+(6)+(1)の一部 :サテライト (5)+(6):拡張的経済勘定体系
統合された環境 ･経済勘定
(SEEA)
(HANDBOOK,図1.4DATASOURCESFORINTEGRATED
ENVIRONMENTALANDECONOMICACCOUNTING)
SEEAハンドブックは, (1.5)で次のように自然環境と経済の統合の視座
を提示しているが,これは妥当である｡ ｢もし,自然の一般的な意味合いで自
然環境を定義するとすれば,経済は自然の一部であると言えよう｡ ｣人類は動
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物や植物と同様に生命組織で,その経済やその他の活動はしばしば動物の似通っ
た活動と比較される｡
生態学的な視点からは,人間と他の生物との間には絶対的な差別はなく,あ
るのはむしろ暫定的なものである｡人類は自らが自然の一部であることを受け
入れるべきで,自然の均衡を撹乱しない方法で行動すべきである｡ その知力は
他の生命組織の環境に影響しないような生活条件を創造するのに使われるべき
である｡ 人類はその生活を,外的な (abiotic)な物質環境との相互作用におい
て,人間の活動と同様に他の生物活動によって規定されるエコシステムの一部
として受け入れるべきである｡ 生態学的視点に従えば,統合された環境 ･経済
勘定は環境の経済的な計算ではなく,経済が環境勘定体系の一部として扱われ
るべきであるのだ｡
生態学的視点に従うと,環境を経済目的のための最適利用へと向かうのでな
く,人間とそれ以外の生き物の要求との間の最適均衡へと向かうべきである｡
｢我々は,自然環境への人間の経済活動の影響をモニターし,自然環境をそれが
経済活動によって作用されるかぎり把握しなければならない｣ (ibid.,(1.5))｡
これまでの人間中心主義的な視点から見れば,自然環境は特に人間の経済活
動のコンテキストにおいて人間によって搾取されるべきである｡ ｢自然環境は
それが人間に便益をもたらす限り計算に入れられるべきである｣｡ ｢自然のエ
コシステムは,人間がそれをレクリエーション目的や自然の産物の採取のため
に利用する場合にのみ価値をもっこととされる｡ もともとの経済的視点からみ
れば,自然のサービスが無償であるか有償であるか,他の生き物が絶滅される
かどうかは関心がないことで,自然環境は,人間にはある可変的なもの (funct
ion)で,勘定体系はこうした可変的な関数が十分に充されているかどうかを観
察する仕事であるわけである｡ もし,サービスの質が低下するならば,その関
数をそのままに保つようにする措置が考慮されなければならない｣(ibid.,(1.6))｡
この近年,生態学的視点と人間中心主義的視点との統合 (synthesis)が求め
られるのは,経済目的のための自然の搾取に限界が来たことで,ある環境的関
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数の過度の利用が他のタイプの利用での大きな不益と関係 している場合,それ
は従来の経済的定理に矛盾して,非生産的ということになってきた｡ ｢例えば,
経済の廃棄物のための環境の廃物処分関数は,きれいな空気や水への需要と競
合する｡自然の搾取は人類が自分自身の生活条件を妨害する水準に到達してい
る｡自然環境の経済的利用は乱用であると,かなりの大きさまでにあらわになっ
た｡それ故に,人間の生活が環境の総合的な一部であり,他の生き物の権利と
自然の均衡の法則に受け入れる場合にだけ生き長らえうるのだと言うことを考
慮しながら,エゴ的な観点からであっても自らの行動を問うことは必要に思わ
れる｣(ibid.,(1.7))｡
持続可能性 (sustainability)の概念がここでも,重要なキーワードをなして
いることが分かる｡ いま求められているのは,人間と自然の双方の需要のため
に環境を保全するという ｢長期的な概念｣であり,持続可能性の概念は ｢人間
の目的のために自然環境を持続的に利用することに限定すべきではなく,自然
の均衡という広い概念をも含むべきである｡ すなわち,環境の利用 (の関数)
とは手をつけないままに保全すべきというだけではなく,人間のあからさまな
利用に賦されていない場合でも,環境それ自体でもあるということ｡ 長期的に
は,手をつけない環境が人類にとって十分な生活条件に必須となる｣ (ibid.,
(1.8))｡ここには持続可能性の最も明快で確かな定義がある｡ いま我々が考察
しようとする環境 ･経済勘定の統合された体系のデザインは,こうした視角に
支えられていることを明確に押さえておかねばならない (Peskin1991a,1991b
参照)｡ 国民経済計算 (SNA)の問題は,その経済的視点から来る限界であ
ると言うよりも,その経済的側面の包括的記述自体に欠陥がある面が強い｡ 故
に,ハンドブックは,他方でのGNPのグリーン化を支持 している｡ 国民経済
経済では,経済的評価は標準的に市場価値に限定されていて,非市場財の利用
は,それが実際の費用に結びついている限り計算に入れられる (例えば,一般
政府の非市場的サービス) (ibid.,(1.10))｡ ｢経済目的のための自然環境の利
用｣は,そうした利用が標準的に売買されておらず,自然資源の枯渇は,搬出
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費用によってかろうじて記録されるだけで (例えば,近辺からの飲用水の枯渇
は遠方からの取水に伴うダム建設や配水管設置の費用として水道料金の騰貴と
なる),自然の富の減少により生じる将来に残される生産期間と世代にとって
の喪失のことは計算に入れられてはいない｡今回改訂される国民計算体系では,
フローの計算だけでなく,資産の細かな記述を含むと予定されている (国連,
1992)｡ 資産には,土地とか下層土といった自然環境の部分を既に含めている
が,しかしこの増補は,価値概念の拡張を伴わない｡ハンドブックは,この改
訂でも避けられない ｢データの誤解｣を指摘している｡
｢例えば熱帯森林は,熱帯材の市場価格が高い故に市場価値を有するに違い
ないとかの誤解である｡ 非市場的な価値を持ちうるこれらの森林の他の関数は
登録されていない｡そうした他の関数の中には,土着民の生活スタイルに結び
ついた住処としての森の利用,地球的な気候の均衡における森の重要な役割,
生態学的視点から熱帯雨林が非常に多様な動物や植物にとっての自然の生息地
をつくるに重要なエコシステムの一つであることなどがある (ibid.,(1.13))｡
自 然
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?
市 場
価 値
(検認リ
ザーブ)
大 気
(HANDBOOK,表1.1MAN-MADEANDNATURALASSETS)
ハンドブックは,経済と自然環境の定義にある幾つかのアプローチを資産勘
定の面から整理している (ibid.,(1.24))｡
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その他の生物 (動物,植生)とそれらの自然環境 (エコシステムなど)の勘
定を行うことに特別の配慮がなされるべきで,人間によってコントロールされ
る家畜や牛などの動物の他に,野生動物が含まれるべきで,農業の成育植物と
林業と同様に,野生の植物や樹木が計算に入れられねばならない (ibid.,(1.25))｡
資産は,人間が造った資産 (man-madeassets)ないし人間が造った資本 (man一
madecapital)の他に,自然資産 (naturalassets)ないし自然資本 (natural
capital)と呼ばれるものも含む｡その自然資産の重要な部分は,生物学的資産
(経済的に生産され,また自然に生産され),そのエコシステムを伴った土地と
水,底土 (下層土資産),そして大気がある｡ 下層土資産が含まれるのは,そ
の採掘が経済生産の重要な資産投入を提供し,景観に直接影響を与え,当該地
域のエコシステムに作用するからである｡
さらに下層土資産の枯渇度合は経済活動の限界要因でもあり,自然環境に排
出される廃棄物の容量を間接的に決めるからである｡こうした自然 (｢自然の
資産｣)の概念に相当する定義は,シスモンデイを引き合いに出すまでもなく,
現代でもフランスの経済統計学によって主張された (Corniere,1986;INSEE,
1986;Weber,1983) (ibid.,(1.26))｡改訂国民経済計算体系 (SNA)では,
その存在が人間労働に依存するようなすべての自然成育産物 (家畜 ･作物 ･材
木林の樹木 ･農園と果樹 ･養殖魚など)を生産のカテゴリーに含めることが予
定されているだけである (ibid.,(1.28))｡しかし殆どあらゆるタイプの自然資
産 (生物学的資産 ･土地 ･底土資産 ･水)は市場価値を持つことが出来る｡ と
言うのは,市場評価は自然資産-の経済的制御の程度 (投下労働量)には必ず
しも直接依存しないことが,枯渇に伴う希少価値の成立によって明らかになっ
ているからである｡ すなわち,市場価値は,海洋の魚に対すると同様に,原生
の森林にも付けることが出来,標準的にすべての制御され/利用される自然資
産は市場価値をもち,他方制御されない/利用されない自然資産は市場で価値
付けをされるようになっている (ibid.,(1.30)参照 :OECD,1989の3章 ;
pearce,Markandya,Barbier,1989の3章)｡
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下層土ないし底土資産 (例えば石油)は,検認されたリザーブだけを含む
(第12回世界石油会議 (ヒューストン,1987;Masterseta1.,1987,p.3;Ferran,
1981;国連,1980b)｡ 検認されたリザーブの定義は市場価値の基準に帰し (捕
出のポジティブな純還付),開発リザーブの定義は,底土資産の抑制/利用の
程度に帰することができる (ibid.,(1.30))｡一見して複雑なのが生物学的資産
の重複登録である (ibid.,(1.35))｡個々の植物や動物として (要素的な生命資
産)そしてエコシステム (複合的生命資産)の一部として (Gilbert,1990,p.5;
Gilbert,Kuik,Arntzen,1990)である｡地上のエコシステムには,係わりのあ
る動物や植物と環境的媒体 (土地 ･水 ･大気)を含む｡同様に,水中のエコシ
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(HANDBOOK,表1.3VALUATIONOFTHEECONOMICUSEOFTANGIBLEASSETS)
ステムは,海底 ･水 ･空気及び関連する動物や植物を含む｡生態学的見地から
は,生命体をただ個々の種としてだけ見なすことは出来ない (参照 :Myer,19
88)｡ 自然は,完全なエコシステムがそのままに残される場合にのみ,保全さ
れることが出来るからである｡
-74(206)-
資産の利用を価値付けるには,資産価値 (ストック)自体及びその資産の利
用と関連した財 ･サービスのフローの双方の評価に及ばなければならない｡国
連によれば,この場合でも,以下のことが考慮されなければならないというこ
とになる｡
(1)経済的に生産されて直接市場的であるところの生物学的または非生物学
的財の在庫目録 ;この場合,経済的に生産された財の現在市場価格が,ス
トック及び減少ないし増大するこれらのストックのフローの双方の価値付
けのために使われる｡
(2) まだ収穫されたり狩られたり採鉱されたことのない野生の野植物や底土
資産のような枯渇しない自然資産 ;こうした財は,採収の後に市場価格を
持つ｡ただ採収費用によって控除された市場価格だけを意味する (純益)｡
もしも採収が長時期に及ぶのであれば,将来純益のフローが割 り引かれ
なければならない｡これらのストック (｢環境財｣のフロー)の枯渇は,
計算期間に得られうる純益により価値づけられる (現在採収費用により控
除された現在市場価格)｡
幾つかの場合,枯渇する自然資産と採収権は,市場化される｡ 市場価格
は,かなりの程度,採収の可能な純益を反映する｡
(3)経済的に生産され,市場で買われる固定資産 (主に人間が造った資産);
この場合,固定資産の現在市場価値は,二つの規定要因を採用して国民計
算に繰り入れられる｡ 近似的な新投資財の現在市場価格 (現在代替費用)
は,資産の全生命時間との関連で残余生命時間によって上昇される｡
これら資産のサービス ･フローは,それが報告される期間におけるこれ
ら資産の原価償却と等しいということが出来る｡
(4) 経済的に生産されてはいない (土地のように)が,その潜在的 ･現実的
経済利用の故に市場化される固定資産 ;この場合,市場価値は類似資産と
の市場取引の際に支払われている市場価格を使うことで量ることが出来る｡
この市場価格は,資産の利用と結びついた将来純益のフローの価値を反映
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する｡ (ibid.,(1.46-49))
環境の経済関数の間接的な非市場的評価には,実際費用ないし仮設的な費用
データを使うことが出来るという指摘は妥当であろう (ibid.,(1.56))｡なぜな
ら,実際費用は,自然環境の経済的利用と関連した保全支出を含むからである｡
例をあげれば,環境保全費用ないし低下した環境質によって生じた損害費用
(人の健康,物質的腐食など)である｡ もちろんこの環境保全活動は,環境への
経済活動の否定的な効果と相殺するには十分でない｡
実際の損害費用は,環境質の低下を価値付ける下限であるにすぎない｡人々
は少なくとも良い大気や水質を守るために実際に支払おうとするに違いない｡
こうした意味で,実際の損害費用は,環境質の低下の価値として解釈するのが
妥当であろう｡
いま一つの間接的な非市場的評価による仮説的な (負荷された)費用データ
による場合,環境-のその質的 ･量的効果に従って,自然環境の経済関数を価
値付ける｡ 自然環境の経済的利用者の費用計算は,もし自然環境をその利用が
影響しなかったような方法で利用するならば発生したであろう付加費用を含ま
せるように拡張される｡ こうした費用はもちろん,普通 ｢発生費用｣ と呼ばれ
ており,現実に経済利用者が環境に影響を与える故に,仮説的な性格を持つ｡
こうした仮説費用の算入は,少なくとも現実の環境的枯渇ないし劣化を価値付
けするのに有効で,持続可能性概念の適用であり,国民計算概念の拡張である
との評価が与えられている (ibid.,(1.57))｡
更に,廃棄物フロー,すなわち処分サービスの評価の問題が残るが,これは
本稿の後半(2)において考察する｡
ハンドブックは,包括的で十分に詳細な仕方で自然環境を記することの困難
が,可能な限り完壁に自然環境と経済の間の相互関連を記する試みを妨げるべ
きでないとしている (ibid.,(1.77))｡反面,自然環境を記する際に直面する自
然資産勘定の概念は,一貫したデータ体系の確立に利用 しうる｡ この文脈で,
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物質/エネルギー均衡の考えにおける概念的考察が助けになる｡ それによれば,
統合された環境 ･経済環境体系 (SEEA)は4つの部分を含む :
-1.確立された経済計算体系 (国連の国民計算体系 (SNA))の一部 ;それ
は,環境側面に特に言及されており,自然環境の利用に関連している貨幣
的フローと資産を確定するために部分的に分離すべき (前掲図1.4:(6)の部
分) (ibid.,(1.79))｡
-2.貨幣タームで自然の経済的利用の付加的な非市場的評価 (図1.4:(5))
(ibid.,(1.80))0
-3.自然環境から経済へのフロー,経済内でのその移転,及び経済活動の廃
棄物の自然への環流についての物質的データ (表1.4:(2),(3)) (ibid.,
(1.81))｡
-4.経済的利用の効果を分析するに必要な限りでの自然環境の記述 ;それは
むしろ補足的性格を持つ (表1.4:(1)の一部) (ibid.,(82))｡
環境勘定の確立した体系がまだ現在では得られないということが,計画され
ているSEEAが十分に確立した経済計算体系 (SNA)だけを出発点として
採用することを正当化するように思う｡ 自然環境の経済的利用の非市場的評価
は,国民計算の貨幣的データへの追加において導入されていく｡ 環境統計,自
然資源勘定及び物質/エネルギー均衡の物質的データは,国民計算体系の貨幣
タームにおける相応のデータと結び付けられるべきである (ibid.,(1.84))0
また,経済 ･環境勘定の統合には空間的側面 (地域勘定)にも注意があてが
わられている｡ 環境勘定はしばしば,特に地域レベルでのないしそれに限られ
た関心を扱う必要がある｡ 大きな国では地域性が特別に問題をもつ｡ これらの
国では,環境調整の効果は,地域 (副国域的)レベルでこそ分析的 ･政策的目
的にとって最も適している｡ ある地域がとくに大気汚染で影響を受け,偲では
乱漁や伐採が大きいという地域的な差異が一国内で開いている場合が多々に見
受けられる｡ また,ある地域は,隣国の活動の環境的効果によって影響を受け
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るに違いない｡環境 ･経済勘定の統合はそれ故,地域的な統合勘定に特別な関
心を払われることを要する｡ 国境を跨いで考えられる環境的作用の場令,国境
の両側にわたる地域勘定も必要であろうと注記されている (ibid.,4.133)｡
このように,諸国のさまざまな環境的,社会 一経済的条件に適応するために,
sEEAは出来る限り包括的,自在的そして恒常的に設計されていなければな
らない｡経済発展のさまざまな型の多様性,地域性だけでなく,経済的 ･環境
的な状態を分析するために採用できるオールタナテイブな理論的アプローチが
要請されていて,それだけSEEAは反面で分かりにくいとされている (ibid.,
(4.135))｡
第3章 持続可能性とメインテナンス費用
3.1 持続可能性とメインテナンス費用の定義
人間の需要と自然の需要を均衡させることは,人間の影響から生き物を保護
するだけでなく,次世代の人間へと自然環境を手を付けずに維持することでも
ある｡ これは持続可能性の概念へと導く (参照 :Bartelmus,1989b;Daly,1989a
;Maler,1989;Opschoor,1989b;Pearce,Markandya,Barbier,1989,,
Hueting,Bosch,deBoer,1991)｡持続的発展は,人間の造った資本と自然資本
の維持が許す限りで,経済活動を拡張するということを意味する｡
持続可能性のより狭い定義は,自然と人間が造った資産の間の補完性を除外
し,自然資産と人間が造った資産の水準を維持するように求める｡ もしこの持
続可能性の概念が経済関数の評価に適用されるならば,経済的利用は少なくと
も自然資産に影響しか -ように推持するために必要な費用に基づいて評価され
るであろう (ibid.,(1.59))｡
ハンドブックでは,持続可能性概念を自然資産水準の変更-の選好の分析に
よっても検証させようとしている｡現存の自然資産の水準を低減させない高い
選好,およびそれを広げるための比較的に低い選好がある｡そうした ｢保守的｣
な態度は,自然環境の悪化への補償として彼らが要求する額,および現実の状
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況の改善のために支払おうとする額についての人々の回答と比べることによっ
て,説明することが出来る｡自然環境の撹乱によって起こるかなり広範囲の不
利益についての不確実性と,自然への経済活動の多くの否定的な効果の不可逆
性は,嫌悪リスクの高水準となり,我々が環境質の少なくとも現水準を維持す
べきだという意見へ導いているのは確かである｡ (ibid.,(1.60))｡
そしてこの環境の経済関数を価値付けるため有効なアプローチとしてハンド
ブックが採用しているのが ｢メインテナンス費用｣法である｡この概念は,国
民経済計算において人間が造った資本のサービスを価値付ける技法とよく似て
いて,固定資本の消費価値は,当該制度のためのこれら固定資産の現在費用を
表示している｡これらの費用は,人間が造った資本のサービスへの支払いとし
て纏めることが出来る｡ 固定資本の消費は,人間が造った資産そのままの水準
を維持するのに必要な額で見積もられるので,このメインテナンス費用アプロー
チ法は,既に述べたように,必要な代替投資の見積りのための実際の市場価格
を用いることができる｡しかしながら,実際の投資がメインテナンス水準と一
致するかどうかは不確かなので,組み入れはあくまでも仮説的性格を有する
(ibid.,(1.61))｡
仮説的であるメインテナンス費用は,それ故に主として,環境への経済活動
の否定的な効果を防止し,与件の持続可能な水準に合致することに必要な防止
費用である (参照 :Hueting,Bosch,deBoer,1991) (ibid.,(1.62))｡
改めて持続可能性概念が適用される自然環境の経済利用の型が問題になる｡
取り替えが容易でないかまたはまったく不可能なような場合には,その劣化な
いし枯渇が人間の安全 ･健康そして/ないしは福祉に受け入れ難い作用をもた
らすであろうような生命自然資源のメインテナンスがとくに優先されるべきで
ある (Peskin,1989,p.61;Gilbert,1990,p.6)｡故に,持続的発展は,十分
な緒水,土壌度の十分な水準 (土壌侵食の防止),現在エコシステムのコアの
保全 (例えば,原生の熱帯雨林)そして大気と水の質の維持 (廃棄物による汚
染の防止)を特に必要としているのである｡ これらの場合,持続可能性概念は,
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全体としての自然資産の恒常性 (若干の代替性を伴い)のみでなく,それぞれ
のタイプの自然資産の恒常性 (例えば,種としてのエコスシテム)も意味する
と言える (ibid.,(1.63))｡
メインテナンス費用概念は,自然-の効果を持たないような環境の経済関数
がゼロの価値であることを本来的には意味する｡ 例えば,十分に得られる水が
使われるなら,減少する水量はメインテナンス費用をもたないからである｡ も
し自然成長が減少する量よりも高いのであれば,漁業や林業にも同様のことが
言える (ibid.,(1.65))｡
sEEA版Ⅳ.2(ハンドブック章4)に採用されているメインテナンス費用
アプローチは,この持続可能性コンセプトに基づいている｡会計勘定期間の経
済活動が,国内及び世界規模の自然環境の長期的な量的 ･質的水準を低下させ
ないような方法で制御管理されるに必要な ｢追加帰属環境費用｣概念が用いら
れるのである｡ この費用概念は,その責任を同定することは難 しいが,経済活
動の責任性の原理に基づき (ibid.,(4.68)),自然環境の質的 ･量的悪化をもた
らす環境への影響の直接の原因である経済活動と関連させている (次章4.3
参照)｡
枯渇する非人工的生物資産の帰属環境費用は,農業 ･林業及び漁業の追加費
用として,主に記録される｡ 枯渇する底土資産の費用は,鉱山部門の追加費用
として記録される｡ 土地利用の変化による景観とエコシステムの悪化の費用は,
これらの活動に直接責任がある産業の費用勘定に計算される｡ 経済廃物の行 き
先として自然環境を使う場合,相応の帰属環境費用は,経済から自然環境への
廃物の移転に直接責任のある経済活動に係わらせる｡こうして,自然環境の処
分関数の減損を反映する帰属環境費用は,その他の経済活動の廃物処理ないし
貯蔵が更に廃物の排出をもたらす場合に,環境保全活動の追加帰属費用として
も記録される (ibid.,(4.67))｡
メインテナンス費用は,会計勘定計算に於ける固定資産の減価消却費を計算
する方法に準じている｡ このSNAに採用されている減価法に従うと,使用す
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る固定資産の費用は取得したままに固定資産の水準を将来にわたり維持するに
必要な貨幣額で計算される｡これに準じ使用する人工資産並びに自然資産の費
用を計算する方法は,持続可能性の概念に基づき ｢人間中心的視点もすべての
生き物のニーズをも配慮にいれた広い視野｣をもっている (ibid.,(4.68))0
3.2 帰属環境費用の概念
ここで言われる ｢帰属環境費用｣とは, ｢経済活動による自然資産の実際的
または潜在的悪化に係わる費用｣で (ibid.,(4.1)),こうした費用は二つの異
なった視角から見て取れる (Bartelmus,Stahmer,vanTongeren,1991b)｡
-どの費用が,それぞれの活動によって環境悪化を実際に発生させているか,
もしくは潜在的に発生させる経済単位と係わっているか?
-どの環境費用が,環境悪化を実際に起こしたかもしくは潜在的に起こした
かと言うこととは別に,経済単位によって負担されたか?
SEEAでは, ｢誰が自然環境の悪化に責任があるか (義務をもつか)｣と
いう問題に絞られる｡つまり,SEEAでは, ｢実際にまたは潜在的に環境悪
化を引き起こしている経済活動と環境費用のつながりが,高い優位性をもつ｣
ということを意味する｡ 発生費用と負担費用の包括的測定を得るために必要な
帰属 (imputation)は,SEEA (Ⅲ版)ではじめて示されている (ibid.,
(4.14))｡それは,産業における市場価値での付加帰属負担費用だけでなく,衣
計における報酬 (contingent)価値での負担費用も計算に入れることで拡張さ
れて (ibid.,(4.17)),自然環境への経済的効果を反映する発生費用と負担費用
の概念を,修復活動を実際の行う効果を記録することで補完する｡ こうした活
動は,自然環境の改善を意図しており,それ故に部分的であれ完全にであれ,
経済活動の悪化作用と相殺的であり,その修復活動の効果は,帰属発生費用の
補正 (削減)のためには推持費用で,また産業による帰属負担費用の修正のた
めには市場価値で価値付けられるのである (ibid.,(4.18))｡
帰属環境費用がSEEAマトリクスを大きく変えたのはⅣ版からで (次章参
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照),自然環境の経済的利用の3つの型のために使われた :すなわち,自然資
産の量的枯渇 (表4.3の列4&5),廃物の捨て場の場合を除いた土地 ･景観等
の利用 (同,列6)及び自然環境の処分関数の利用 (同,列 7-9)である
(ibid.,(4.36))｡SEEAでは,家計消費活動は,少なくとも廃物を ｢生産｣
している故に,あたかも生産の部分として扱われる｡家計生産の概念が明確に
導入されている｡ 版Ⅳでは,SNAの生産範域のそうした拡張は除いている｡
にも拘らず,家計消費活動の帰属環境費用は,あたかも生産範域のそうした拡
張がすでになされているかのように扱われている (ibid.,(4.37))｡
この版のSEEAマトリクスで,列4-11に記録された帰属環境費用は,産
業投入を増大させている｡ 自然資産の量的枯渇は在庫ス トックの増加との類似
で解釈され得ることが言われている (EISerafy,1989,1991a)｡こうして,枯
渇する自然資産の費用は,産業の中間消費を増大させている｡ しかしながら,
生産と所得産出におけるその役割に関する限り,自然資産の枯渇もまた固定資
産の減価消却と見なすことができる (Bartelmus,Lutz,Schweinfest,1992)｡
環境質の劣化に係わる自然環境の質的利用は,SNAにおける固定資本の消費
と類似して,自然資産の減価消却として解釈できるであろう (ibid.,(4.38))｡
注意されているのは,帰属環境費用の追加記録が経済の純国内生産 (NDP)
の減少をもたらすということである｡ 帰属環境費用を減じた純国内生産は,エ
コ国内生産 (EDP)とも呼ばれる (列15参照)｡エコ国内生産の3つの型が識
別されている :(ibid.,(4.39)｡
-SEEAの版Ⅳ.1では,EDPの構成は,市場価値だけで帰属環境費用を
計算に入れている｡ この版は市場価値でのEDPと呼ばれ,帰属環境費用
を導入するための基本版として扱われている｡ この版で使われた市場評価
概念は,現行SNAで広く使われている報酬概念と相応 している｡ 更に,
帰属環境費用を測るために必要なデータは,その他の量的変化の部分とし
て伝統的SNAフレームワークの中に既に含まれている (ibid.,(4.40))｡
-SEEAの版Ⅳ.2で,EDPの構成は,発生費用概念を反映する維持価値
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で帰属環境費用を計算に入れる｡維持費用アプローチは,持続的成長と発
展の戟略を策定するために特に意義がある｡ にも拘らず,この概念はより
複合した前提と分析を要する (例えば,Nyborg,1991参照)(ibid.,(4.41))｡
-SEEAの版Ⅳ.3では,EDPの構成は,負担費用概念を反映する市場評
価と報酬評価の結合された帰属環境費用を計算に入れる (ibid.,(4.42))｡
SEEA版ⅣのSEEAマトリスクはまた,現行の純付加価値/NDPに関
する情報を含む (マトリクスの列19)｡ 調整されたEDP(市場価値で)と現
行NDPの間の均衡する項目は,エコ･マージンとして注記されている (SE
EAマトリクスの列18を参照)｡さまざまな産業のエコ･マージンは,マイナ
ス価値をもって (市場価値での)帰属環境費用を示す (ibid.,(4.44))｡ EDP
のさまざまな版と現行NDPの結合は,次の図式で示されている:(ibid.,(4.43))
エコ国内製品
(版Ⅳ.1,Ⅳ.2,Ⅳ.3)
+一市場評価による調整
(版Ⅳ.2とⅣ.3においてのみ)
- 市場価値でのエコ国内製品
(版Ⅳ.1)
十 エコ･マージン
純国内製品
すでに自明なように,さまざまな産業のEDp-の貢献は,付加エコ価値と
呼ばれる｡ それぞれの産業にとって,その付加エコ価値からその純付加価値へ
の移転は,SEEAマトリクスで示すことが出来る (ibid･,(4･46))｡帰属環境
費用が経済の統合勘定でどのように記録されるかを示すのが表4･9である｡
それは,生産勘定,所得勘定の利用,資本勘定,資産勘定の量のその他の変
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化及び世界の余所の経済勘定を示す｡帰属環境費用概念を導入した後に3つの
Ⅳ.1,Ⅳ.2及びⅣ.3の版に従ってこれらの勘定に必要な修正が記述されてい
る (ibid.,(4.125))｡経済の生産勘定における帰属環境費用の導入は,資本勘
定における相応の項目によって均衡されている｡ 国内自然資産が海外の廃物で
劣化される限り,あるいは海外の自然環境が国内の廃物によって影響される限
り,追加資本移転が資産の関係する量的変化を均衡させるために導入される
(ibid.,(4.127))｡
更に,経済的事由による非人工的資産のその他の集積は,資産勘定のその他
の量的変化から資本勘定へと移行する｡この修正された記録は,自然ス トック
の包括的分析を促進させ,フローとストックに関して環境 一経済相互行為を計
算に入れる経済モデルを認める｡ 拡張された資本勘定でのフローの記録は,餐
産勘定のその他の量的変化から資本勘定-の資本移転によって均衡させられて
いる (ibid.,(4.128))｡
◎生産勘定
Ⅳ.1 Ⅳ.2.Ⅳ.3
枯渇費用 Ⅹ Ⅹ
自然資産の利用
国内資産の劣化
防止費用
反響費用 Ⅹ
修復費用 -Ⅹ
海外資産の劣化
市場評価による調整
調整されたEDP -Ⅹ
◎ 所得勘定の利用
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
-ト
最終消費支出
反響費用
修復費用
市場評価での調 整
貯蓄,純
i-"-･-L 旦 ･--21+-"-･--3i 砺 緬 軒
-Ⅹ
-Ⅹ
Ⅹ Ⅹ-Ⅹ -Ⅹ -Ⅹ
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Ⅳ.1 Ⅳ.2 Ⅳ.3
___+ _N_._L←旦･__2_+_IV_･_ _3 _ 十
一Ⅹ -Ⅹ -Ⅹ
◎資本勘定
ストックの変化
枯渇
固定資本の消費
劣化
防止費用
反響費用
修復費用
市場評価での調整
Ⅳ.1 Ⅳ.2 Ⅳ.3
??
経済事由による非 Ⅹ
人工資産の他の集積
?? ???
?
??
?
+_IV_･J_+_N_･__2_+_N_･q3
貯蓄,純 一Ⅹ -Ⅹ -Ⅹ
資本移転
受入れ可能(+) Ⅹ Ⅹ Ⅹ
支払い可能(-) -Ⅹ
◎資産勘走のその他の量的変化
･画 房 痛 T=-汀 1 -"-･上 里･-2-.-"-･-3i 脊柏 転-------一一十旦･--1一十-"-･-2+ -"-･--3+
非人工資産のそ -Ⅹ -Ⅹ -Ⅹ l 支払い可能(-) -Ⅹ -Ⅹ -Ⅹ
の他の集積
◎世界の余所の勘走
･百黍所 碩｢ 一一-I･旦･-1-←-"-･- 2一十旦･--3i 酌 両面 - -- - +旦･-l+-"-･--2- "---3+
国内資産の劣 化 -Ⅹ
海外資産の劣 化 Ⅹ
受入れ可 能 Ⅹ
支払い可 能 -Ⅹ
(HANDBOOK,表4.9 経済の統合勘定体系における帰属環境費用 (数値例))
3.3 持続可能性の基準
この基準は,経済活動が自然資産なしには実現できない水準と視野を規定す
べきである (Hueting,1988b,1991;Hueting,Bosch,1990;Hueting,Bosch,de
Boer,1991,)ということで,以下のコンテキス トで定義されている (ibid.,
(4.76)):
一自然資産の量的利用 (生物学的資産,原材料の枯渇等)
一土地,景観,エコシステムの空間的 ･質的利用 (廃物の行き先は除外)
一自然資産の処分関数 (経済活動の廃物の排出のための自然環境の利用)
生物学的資産では,その採集 ･捕獲等は自然成育と均衡する範囲でのみされ
るべきであることになる｡この基準はまた,質的側面を考慮に入れるべきで,
-85(217)-
もし特定の植生が伐られ,特定の動物が狩猟されるなら,当該のエコシステム
に不可逆的,少なくとも長期的にわたる壊滅をなす場合がある｡ 熱帯雨林の例
などである｡ 殆ど均衡できない長期にわたる質の低下を意味することを示 して
いる (ibid.,(4.77))｡
土地,景観及びエコシステムの空間的 ･質的関数の場合 (廃物の行き先とし
ての利用は除く),持続可能性基準は,現存するエコシステムをもつ土地の質
及び景観の自然部分を保全することを目指す｡土地の利用は,生きたエコシス
テムのために必要な土壌の質が減下しないことを保障すべきであり,ある場合
は手を付けないあるがままのエコシステムを維持 (種の遺伝学的宝庫を保全)
し,またはレクリエーション目的の代わりに景観の将来利用や ｢生きる権利を
有する植物や動物｣の保護のために選択される (ibid.,(4.80/81/82))｡
自然環境の処分関数の場合,持続可能性基準は,自然資産の悪化を引き起こ
さない限りあるいは自然環境の再生力のため生き物に有害な影響のない物質に
変化する限りにおいてのみ,潜在的に有害な廃物が自然環境へ排出されるよう
な方法に設定される必要がある｡
｢恒常的に保つべきは,廃物の自然環境への排出水準ではなく,廃物を受け
入れる自然の質である｣(ibid.,(4.83))｡
経済活動による環境悪化を防除し修復するための5つのタイプの手法が識別
されている (Hueting,Bosch,deBoer,1991) (ibid.,(4.86)):
一経済活動の縮小,ないし特別の活動からの完全撤退
一経済活動の成果の代替,すなわち他の製品の生産または家計消費パターン
の修正
一新技術などの採用によるその成果 (産出)の修正なしの経済活動の投入の
代替
一活動自体の修正なし (例えば端末技術による)の環境悪化防止活動
一自然環境-の経済活動の否定的影響の防止ないし減少活動
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そのうち持続可能性基準を維持するための経済活動の ｢帰属環境費用｣に該
当するのは自然環境の悪化の防止を目指す始めの4つのタイプに基づく費用で
ある｡メンテナンス費用の計算を防止活動に限定し,修復活動は計算に入れな
いことが望ましいとされている｡というのは,防止活動の代わりに破壊された
後の修復活動を選択することでは,自然環境はすでに影響を受けており,後に
なって環境の質を改善することが必ずしも十分条件でないことを意味するから
であろう｡完全な修復活動は実際には不可能である限り,必要で仮説的な防止
活動が部分的に釣り合うことになる (この場合,修復費用は別々に示されるこ
とになる) (ibid.,(4.87))｡枯渇する自然資産の場合,経済活動の代替ないし
縮小が枯渇する原材料の再利用とリサイクルと同様に,経済的枯渇を緩めるか
防止する手段として考えられる｡非再生資産の枯渇であれば,完全に防止する
ことは出来ない｡この場合,他のタイプの自然資産 (例えば生物学的資産,Dal
y,1989a参照)の量が増大することになる｡更には,所得のオールタナテイブ
な源泉を認める環境にやさしい産業が樹立されるかもしれない (例えば,非浪
費的エネルギー源の使用,Hohmeyer,1988参照) (ibid.,(4.89))0
帰属枯渇費用の計算法は個別の活動タイプに依存している｡生物や水の枯渇
のような経済活動の縮小の場合,低下した生産活動により生じたNDPへの貢
献の減少は,縮小の帰属費用を表す｡代替の場合には,代替追加費用を枯渇費
用の計算に使うことが出来る｡新たな環境にやさしい産業が産出の減少を避け
るために設置される必要があるなら,増加した費用が枯渇費用を測るために計
算される｡選択的投資のための経常利益分の割当が,所得の恒常的フローを保
障する金額において提案されることになろう (参照 :EISerafy,1989) (ibid.,
(4.90))｡劣化する土地,景観及びエコシステムの場合 (廃物による場合を除い
て),可能なメインテナンス活動は,その土地を回避したり,そこを使う経済
活動を縮小することに絞られる｡更に,土地利用の変化が,一層の質的低下を
防止し,悪化した土地を修することも必要であろう｡相応の費用評価が,純付
加価値の必要な縮小及び代替と修復の追加費用-の家計消費支出の縮小から引
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き出される (ibid.,(4.92))｡
第 4章 SEEAマトリクスの展開
4.1 SEEAマトリクス (版Ⅱ)
sEEAは,フローと資産の双方の記述を含むマトリクス形式で表示される｡
前述したように,包括的にSEEAを満たすための現在のデータ基礎はまだ不
十分である (参照 :例えばPeskin,Luts,1990)｡これは先進国にも発展途上国
にも言える｡ (HANDBOOK,(1.118))｡
sEEAマトリクスは,SNAの投入 ･産出データと資産勘定との統合とし
て研究開発されている｡ SNAの非価格的資産と同様に供給 ･利用表は,この
ハンドブックを通じて使われているSEEAマトリクスの連結版において記述
されている｡ まずSEEAマトリクスが環境に係わる貨幣フローと資産の面で
分離され (版Ⅲで,これら分離された貨幣データと,物質フローが結び付けら
れる),章4と5で付加的な帰属貨幣フローが導入される (にもかかわらず,
SEEAマトリクスはただ拡張されただけである)が,それに先立つSEEA
Ⅱ版を検討することから始めよう｡ SEEAの異なった概念の表示は,SNA
概念から直接引き継いだ共通フレームワークから始まっている｡
現行SNAに基づくSEEAマトリクスの要約的記述は,表2.1(一般的概念)
で表される｡ そうした表示型は,一般的タームであれ数値例であれ,SEEA
の全版で使われている｡
まず,SEEA版Ⅱと呼ばれるものから始めよう｡それは,いかなる付加的
項目なしに完全にSNAに基づいた貨幣データだけから構成される｡ この型の
SEEAマトリクスのありうる要素は,A-マトリクスに係わる｡ それぞれの
A-マトリクスはさらに,列とコラムに分離することができる｡いくつかの場
令,A-マトリクスのありうる要素の記号は,マトリクスの下に示される｡(+)
はポジティブな価値だけが可能なものを意味し,(-)はネガティブ価値が記録さ
れるだけを意味する｡ プラス(+)ないしマイナス(-)のどちらかの要素がありうる
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なら,これはまたマトリクスの下に (+,-)示される｡ SEEAマ トリクス
の列 ･コラムの基本的な区分は,付加的に括弧で示される (ibid.,(2.9))｡
1.産業の国内生産1 2. 3. 4.輸出 ∑5.
最終消費 非価格的資産 利用総計
産業2.1 集団2.2 産業の生産された資3.1.1 生産されない自然3.2 国内 外国産 産人の生産資産3.1.1 自然3.1.12
(い (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)
123 期首stock 1.産業製品の利用国内産出 2.1.輸入 2 A A A lI
iAI! A A Z AlI1a盲 A A A A 1lIA!
456789 産業固定資産 ,y l!A . A A Jl
3.3.1純付加価値:NOP422∑産業の総産出51他の量的変化 6.I(+)l;AZL ド ) ト) JlIA A A
経済的原因6.1自然,複合的 (+,-)A (+,-)A (+,-)A
原因 6.2 (+,-) (+,-)(+,-)
市場価値再評価 A
7.0 (+,-) (+,-)(+,-)
(HANDBOOK,表2.1SEEA MATRIX BASED ON SNA CONCEPTS
(SUMMARY TABLE):GENERALCONCEPTS
A:moneydata(SNA concept)
-89(221)-
4.2 SEEA(版Ⅲ)の連結物質 ･貨幣勘定
SEEAマトリクス (版Ⅲ)では,自然環境の経済的利用に関する物質的デー
タは,相応する貨幣的データとは別にされている｡ 物質的データは,SEEA
の資産勘定をその活動勘定 (産業の生産活動,家計消費活動)と結び付けるフ
ロー勘定で記録されており,資産勘定のそれらの表示は,貨幣的タームでのフ
ロー ･資産勘定の記述を修正しないで,資産の物質的データをSNA概念に従っ
て貨幣的フロー勘定と連結させている中間的段階として整理 したにとどまって
いる｡ 物質的単位での量的変化 (表3.7:列3-8)は,一応は貨幣的タームで
の量的変化と相応させている (ibid.,(3.105)):
･野生的生命体,底土資産及び水の枯渇は列3 (物質的データ)と列10で (t
で)示される｡
･土壌侵食の物質フロー (tで)は, ｢土壌｣資産 (コラム7)から自然資産
の水や土地 (コラム5,8&9)-のフローとして,列4に記されている｡
相応する貨幣的価値は,土壌侵食による耕作地の市場価値の変化である (列
12,コラム8参照)｡
･土地利用の変化に係わる土地の劣化は,物質的タームでは通常,区画に係わ
るエコシステムの型の記述 (表3.7:列5,コラム8&9参照)をも意味する
表土のタイプによって階層わけされた土地区画の変化として記すことができ
る｡ 表土は,土地の個別的利用に関するさまざまな情報をしばしば提供する
(例えば,Friend,1988参照)｡
土地利用の変化が貨幣的タームでは2段階で記録される｡ 一つの利用型か
らある他の型への移行は,ただ変化があるだけで,土地の市場価値全体への
作用をもたず (列18),通常市場価値の騰貴をもたらす土地利用の変化 (例
えば,エコシステム,経済的インフラストラクチュア機構の悪化)と結び付
いている土地の直接的変化にはならない (列11,コラム8)｡
･土地の循環的 (recurrent)利用 (例えば,農業ないしレクリエーション利用 ･
土壌侵食を除く)による土地の減価は,質的階層 (土壌質,エコシステムの
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質)による土地区画の分類によって記述される｡土地区画は (もし必要であ
れば利用型に関する付加的情報を伴った)外観のタイプ及び,土壌とエコシ
ステムの質のタイプ (必然的にB#マトリクスを含む列 6,コラム8&9を
参照)による交差的分類を必要とする｡ 市場価値変化による相応の貨幣的デー
タは,列13(コラム8)で記録される｡
･廃物の質的フロー (列7)は,勘定期間中の国内活動から自然環境への直接
的排出だけを記述する｡ 廃物の直接の受容器は環境媒体である大気,水及び
土壌である (コラム5-7)｡ 廃物排出による水または土地の市場価値変化
(列14,コラム5,8&9)は,勘定期間のこれら自然資産の質的変化を反映
する｡ 質は,現在の廃物排出,排出とし変化のタイムラグがある場合には過
去の経済活動によって影響される｡国土を劣化させる廃物は,国内及び海外
に発生源をもつ｡このように,市場価値の変化の物質的対照 (列14)は,勘
定期間中の廃物フローではなく,当該期間の期首及び期末における自然資産
のストックの質的標識である (列 1&25,コラム5,8&9)｡この質的標
識はとくに,水中の廃物の濃縮の変動及び,経済活動による廃物の悪化作用
を反映させる限りは土壌汚染の程度を記す｡ (ibid.,(3.106/107/108/109/
110))
この版のSEEAの物質的資産勘定は,完壁には程遠い｡物質的タームでの
期首と期末ストックは,それらデータが環境 一経済の相互関連性の分析,とく
に転嫁された環境費用の編成を支えるかぎりで計算される｡ ここでの ｢自然環
境｣の包括像は国連の ｢環境統計の開発のためのフレームワーク｣ (FDES,国
逮,1984参照)または ｢自然基本勘定｣のフレームワーク (とくにINSEE,1986;
weber,1992を参照)の環境統計枠組みに基づいている｡ こうして,SEEA版
Ⅲの物質的勘定の概念は,二つの勘定体系の間の連結を促すために考慮されて
いて,これらのフレームワークを再現させ,またはSEEAの部分としてその
採用を勧めることを意図してはいない (3ibid.,(103))｡
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表3.7は,貨幣的タームでの非価格的資産勘定と物質的単位でのSEEA資産
勘定の間の連結を記している｡ マ トリクス価値の貨幣データは,A-マ トリク
スとして注記されていて,物質的データはB-マトリクスで示されている｡ 土
地区画に関するデータは,B#-マトリクスで標識されている｡
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(HANDBOOK,表3.7貨幣的 ･物質的データでのSEEA(版Ⅲ)の非価格的資産勘定)
注)A:貨幣的データ(市場価値) B:物質的データ
4.3 SEEAマ トリクスの拡張された勘定
4.3.1 SEEA版Ⅳ.1
版Ⅲまで表したSEEAマ トリクスは,物質的データの経済的 ･環境的相互
関連と結合におけるSNAの現行貨幣データをベースにしている｡ 帰属環境費
用の導入は,それがSNAの市場基盤の評価概念に従って価値付けられないか
ぎりはまだ,物質的フローの貨幣的相対分を提供するに止まっている｡
ハンドブック章4では,表4.3以下に見るように, ｢帰属環境費用｣の記録に
関して拡張されたSEEAマ トリクスの版Ⅳのバージョンアップを表す ｡ それ
は,前述の帰属環境費用の一般概念を記した作表を形付けている｡ この費用概
念を全面的に導入することと関連した勘定項目には,C-マ トリクスとして注
記されている｡ 表4.3(SEEA4版)の拡張SEEAマ トリクスでは,列 4-
11と15118の貨幣データが,C-マトリスクとして標識されている｡ 経済 ･環
境の相互関連の記述は,現行貨幣的データ (版ⅡのA-マ トリクス),版Ⅲの
追加的物質データ (B-マ トリクス)の上に,帰属環境費用の貨幣データに基
づいたC-マ トリクスが付加され再構成されている (ibid.,(4.34))｡
前節に示したSEEAマ トリクスと比べてみて,列分類では帰属環境費用
(列11&15-18)の導入と関連した貨幣フローに係わる追加列を含むことがわか
る｡これらの列は,物質的相応物を持たないので,版Ⅲにおいては計算に入れ
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られていない｡
この拡張SEEAマトリクスでは,経済的枯渇または劣化による自然資産の
量的変化は,列4-10とコラム6-13に示される｡こうした変化は,資産価値
の減少を反映するので,標準的にはマイナスの記号をもつ｡この資産価値の減
少は,産業及びその他の経済活動における勘定では,プラスの記号をもつ付加
帰属環境費用と相応する｡この取り扱いの例外が,修復活動である｡マイナス
の帰属環境費用は,自然資産価値のプラスの変化に相応している (ibid.,(4.49))｡
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4.3.2 SEEA版Ⅳ.2
SEEAマトリクス版Ⅳ.2(表4.5)では,拡張SEEAフレームワークに
おける帰属メンテナンス費用の付録が付け加えられている (ibid.,(4.93))｡こ
の表の列4-9は,自然資産の量的 ･質的水準が維持されえるならば必要とさ
れるであろう帰属環境費用を構成している｡ 自然資産の実際の枯渇と劣化の価
値に相応するこれらの費用は,自然資産のコラム (列4-9,コラム6-13)
に示される (ibid.,(4.94))｡
帰属枯渇費用 (表4.5,列4&5)は,非人工的自然資産 (野生生物 ･底土資
産 ･水)だけでなく,このタイプの生物の椎持費用が市場枯渇価値と違ってい
るならばその人工生物にも係わっている｡ そうしたメインテナンス費用では,
枯渇に関するメインテナンス費用が,例えば,枯渇している産業の純付加価値
の必要な減少を測ることで決まり,純枯渇のメインテナンス費用と市場価値の
差額が,SEEAに記録される (表4.5,列4,コラム6)｡
非人工自然資産の枯渇費用は,野生生物,底土資産及び水の枯渇からなる｡
もし経済的枯渇が自然増を上回る場合にだけ,枯渇している自然資産のメイン
テナンス費用は計算される｡ 枯渇費用の計算の別の可能性が既に提案されてい
る｡ 枯渇する水や野生生物の場合,メインテナンス費用は,持続可能性基準に
従うために必要な純付加価値の減少を反映するだろう｡ 底土資産の場令,原材
料節約費用ないし環境にやさしい産業設立の費用が数えられる｡枯渇費用は枯
渇する活動に関連している :農業,林業及び漁業 (人工生物,野生生物,水),
他の産業 (底土資産,水)及び家計消費活動 (野生生物,水) (ibid･,(4･96))｡
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メインテナンス価値での自然資産の枯渇はまた,国家主権の外側の領域での
国内的活動による自然資産の枯渇 (例えば,海洋での漁獲)も含む｡この場合,
自然増と均衡する経済的枯渇の持続可能性基準を守る国家の割当がなされねば
ならない｡自然資産の枯渇は,もしこの割当を上回わる場合にだけ価値付けら
れる｡ 表4.5では,海外の自然資産の枯渇が列5で示されている (ibid.,(4.97))｡
土地,景観及びエコシステムの利用のメインテナンス費用は,表4.5の列6に
示される｡ 耕地のメインテナンス費用は,土壌侵食及び土地造成,例えば農用
地に代わって建築のための土地利用の場合が計算されている｡ 未開発地のメイ
ンテナンス費用は,生産活動による及び土地のレクリエーション利用による未
開発地画のエコシステムの破壊に係わっている｡ 帰属劣化費用は,次のような
活動に関係している :農業 ･林業 ･漁業 (土壌侵食,土地の造成,エコシステ
ムの破壊),他の産業 (土地造成)及び家計消費活動 (未開発地のレクリエー
ション利用)｡
直接に自然環境へ排出しないが,環境保全施設において処置されるか貯蔵さ
れリサイクルまたは再利用される廃物のフローは,ただ物質タームだけで示さ
れる (列,12&13)｡対応する貨幣フロー,例えばリサイクル資材の価値とか
相応の環境保全サービス価値は,製品フローの部分として記録される (列2)
(ibid.,(4.100))｡帰属メインテナンス費用と比べてみるためには,費用の二つ
のタイプの概念の評価の比較を行う必要がある｡ 防止費用コンセプトに焦点を
当てている版Ⅳ.2では,実際の修復活動の費用がこの評価概念に従って再評価
されることが望ましい｡現実には,そうした修正の可能性は限られている｡ 家
計消費活動の帰属環境費用は,列11では (他の産業の)国内サービス (コラム
2)へ移行しており,人工資産の帰属費用は生産目的にこの資産を使う産業へ
移行している｡ これらの移転は,生産活動だけに係わる現行 ｢費用｣概念に従
う限 り,上記産業のエコ付加価値を計算するために必要である (ibid.,
(4.103))0
ところで,それぞれの産業のエコ付加価値 (表4.5の列15)は,その総産出と
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製品 ･資産を使う費用との差額として記録されている (市場評価によるEDP
の調整がなされている)｡廃物の輸入の調整項目を別にして,EDPの調整は
資産集積の調整 (列16,コラム6-13)と均衡している｡市場価値でのEDP
(列17)は,版Ⅳ.1の相応 (市場評価)と同一である｡この同定はエコ余剰の
価値にも適応される (ibidリ(4.104))｡
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一般概念)
4.3.3 SEEA版Ⅳ.3
家計の帰属反響費用の報酬評価をつけ加えたのがSEEA版Ⅳ.3である｡悪
化した自然環境の家計への跳ね返りの評価は,標準的には報酬評価に,特に支
払い意思アプローチと呼ばれるものに基づかせているが (OECD,1989;Pearce,
Markandya,Barbier1989,1990;FederalMinstryfortheEnvironmentof
Germany,1991を参照),人々が自然環境を改善するために支払おうとする貨
幣額が人々が実際に支払うであろう額と相応しない (タダ乗り問題)とか,自
然環境の質及びそれが健康などに与え得る影響についての分析もまだ不十分で,
従って環境的影響を貨幣支出に翻訳することはなま易しくはない (ibid.,(4.1(姫))o
Lかし ｢民主的 ･市民参画的なアプローチ｣として重要であると評価されても
いる｡とくに環境媒体 (大気,水,土壌)の質の物理的指標が,潜在的な環境
リスクに関する重要な情報を提供することが注目されている (国連,1988b,
1991a) (ibid.,(1.107))｡しかしSNAではこの報酬評価アプローチの使用が
今まで十分には検討されてこなかったことも事実である｡
SEEAが ｢経済的一環境的相互関連｣をベースにする以上,自然環境への
経済活動の影響は把捉されねばならない｡こうした解に,自然環境の質を維持
または改善するために,自然環境-の経済活動の有り得る環境を可能な限り完
全に含むということは意義がある｡例えば,環境に係わる健康支出,旅行ない
し住宅の追加費用｡こうした実験費用は,経済的に生じた自然環境の悪化によ
る支出を反映する｡反響費用を含む消費水準の自発的減少の総額は,自然環境
の消費サービス減の価値を表示し,費用計算に関しては,実際費用がすでに個
人消費の一部として記録されているので,追加帰属反響費用に注目が向けられ
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ることになる｡
また,報酬評価法に基づいて計算される追加帰属反響は,家計の時間利用と
係わることが出来る｡労働地点での環境媒体の質は,労働日中の現住者に影響
する｡住宅地区の環境質は,家で過ごす時間中の人々の健康などに影響する｡
このように,家計の帰属反響費用は,異なった場所のそれぞれの生産 ･消費活
動の間で分配されるべきである｡
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第5章 若干の小括 :環境経済学と社会指標
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以上述べたとおり,今回のSEEAハンドブックはこれまでに提案された指
標研究のほとんどを反映させて,経済活動の修正を目的としている｡これは,
持続可能な発展の帯びる諸課題のうちでも, ｢自然評価重視｣の指標研究の成
果を大きく取 り入れている｡ もちろん, ｢世代間の公平分配｣や ｢南北問題｣
などの複相な観点からの一連の ｢指標｣も無視できないし,ハンドブックがそ
うした面を軽視 しているのでもないが,福祉指標の研究や女性などの ｢影の労
働｣など,所得分配の公平や公正原理に基づく生活指標の面 も統合 した社会指
標の検討がどこかでされる必要は残る｡
言うまでもなく,市民の福祉水準 (シビルミニマム)は,1)securityneed-
Sの充足 (社会保障),2)分配公正,3)環境 (快適性)および4)コミュ
ニティ参加の観点から総合的に決められるべきである｡ これ迄市民の福祉は所
得や消費水準によってもたらされるとみなされ,こうした福祉水準を表示する
国民経済計算としての富とみなされた財 ･サービスを生産 (GNP),分配,
支出 (GNE)の三面からとらえる国民所得統計 (国民経済計算体系)がもち
いられてきた｡だがこれに対 し,第二次世界大戟後の経済成長と社会構造の変
化が,次の三つの面からいわゆる富や福祉なるものへ再検討を既にうなが して
来た｡第一,経済成長は所得水準の向上に寄与した反面,エネルギー多消費 ･
環境破壊 ･インフレーション･様々な社会不安の反福祉的要素をもたらした｡
第二,限られた先進的な国の市民の要求を多様化し,余暇や精神面や自然環境
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への充実した生活を求めるが,こうした充足を福祉水準に組み入れる新指標の
作成が遅れているために富や生活質の測定において困難が生 じていた｡ 第三,
所得増大と ｢福祉｣水準上昇にかかわらず分配不公正の是非や社会資本 ･コミュ
ニティ構成等の未整備から生ずる不平不満が必ずしも福祉内容の検討にとりあ
げられていなかった｡
こうした諸々の因子をも含む社会の福祉水準への新たなアプローチは,既に
検討してきたごとく提案されてきたが,次のように整理されよう｡
(1)福祉的GNP (-グリーンGNP)
生産されたGNPがどのような社会目的に使用されたか (社会 目的別資源配
分)を重視するLecht,L.A.の提案 (1969)以降,我国でも経済白書等で採用
された｡こうしたGNPの持つ福祉指標としての限界をさらに克服修正する試
みがJuster,F.T.(1970)らによって行われたが,Sametz,A.W.(1968)に
よって福祉的GNPの推計が提案された｡彼が基本的に考慮すべきとした因子
は次のようなものである｡ ①生産物の質,②余暇価値,③主婦労働等の市場化,
④工業化 ･都市化に伴うコスト増加の控除,⑤政府活動の目的別区分 (必要悪
的と福祉的活動)と控除｡
(2)MeasureofEconomicWelfare(MEW)
Nordhaus,W.およびT.Tobin(1972)によって,福祉指標として,GNP
よりも消費面からのアプローチと次の修正がなされた｡①防犯支出等の福祉維
持費用の控除,②将来に及ぶサービスを投資とみなし,住宅資本や消費者資本
からの便益のフローを算入,③余暇時間の評価,④家事労働等市場外活動の評
価,⑤経済成長と都市化に伴う不快 (環境や資源浪費も含む)の補正｡
(3)NetNationalWelfare(NNW)
我国で開発された (1973年)社会指標の考え方でMEWを参照にしている｡
次のような項目から構成されている｡
･個人消費 (通勤費と耐久消費財を控除)
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･耐久消費財サービス
･政府支出 (司法 ･警察 ･一般行政費控除)
･政府資本財サービス
･余暇時間
･市場外活動 (家事労働)
･環境維持経費------
･環境汚染の帰属評価額--
･都市化に伴う損失･---･
マイナス (控除)項目
(4)世界銀行生活水準測定研究所 (1980年)他の検討
この間,国連のStatisticalCommissionおよびニューヨークの国民経済調査
ビューローにおける技術的改善をえて,より根本的なアプローチが試行された｡
それは,富について経済的カテゴリーを超えて,社会システム (家族 ･近隣),
環境資産ストック (太陽 ･空気 ･緑),社会政治資産ストック (安全 ･選択の
自由)のネットワークで把握すべきであると考え,HumanTimeの時間配分
(市場労働 ･家庭生産 ･余暇 ･生態)をもカバーすべきと見た｡OECDは,こ
うした研究成果をふまえて,社会指標プログラムとしてWelbeingとBen-
efitの状態の測定モデルを作成し,その主たるエリアとして,健康 ･教育と学
習 ･雇用と労働生活の質 ･時間と余暇 ･財とサービスへの要求 ･物理的環境
(住宅事情 ･サービス利用土 ･環境改善) ･社会環境 (自殺率) ･個人的安全度
をとっている｡
以上の社会指摘モデルはいずれも産出ないし成果指標であり,フローをとら
えようとするものであった (GNPのグリーン化と符合)｡だが福祉水準に影
響を与えるのは単にアウトフローのみではない｡とくに我国においてはフロー
よりも住宅 ･生活関連社会資産,さらには個人的資産ス トックの立ち遅れが問
題となっている｡ こうしたストックについては,有形資産 (機械 ･建物 ･土地),
無形資産 (技術 ･知識),人的資産 (熟練 ･才能),自然生活環境 ･公正社会
環境が考えられてきた｡後者の二資産は,環境資産として減価償却 ･純増の投
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餐 (フロー)および環境純サービス (投入)として地域市民の福祉 ミニマムに
寄与しているのである｡
経済活動は単に財やサービスの生産と消費を行なっているだけではない｡そ
れは廃棄物をも発生させている｡ このことについてはエコロジスト (Odum.E.
C.,H.T.Odum)によっていち早く注意されていた｡従来のような経済成長が
地球の長期的な生命 ･物理的均衡と突合していくことについての懸念は1970年
頃から自然科学の分野では広く認められるようになっていた｡ これを受けて経
済学者の幾人かもまた,生態系と調和した経済活動の最適量とシステムについ
て考えはじめたのである｡ 生態学と経済学との対話はその時以来すでにはじまっ
てはいたが,まだ極めてマイナーであった｡当時,エコロジス トはエコシステ
ム (一時代 ･一地域の生物生命 (biota)とそのabioticな外界)を研究してい
た｡大気 ･水 ･土壌および動植物からなる地表のエコシステムの全体性は生物
圏と呼ばれ,人間もまたその一つの種にすぎないのであり,快適性 (amenity)
と生存のためには,この環境的資源と過程に依存 していることが強調された｡
経済学者の方では,資源の枯渇 (希少性)とその効率的な選択 (代替可能性を
含めて)の視角から経済の内と外において,エコシステムを吟味しはじめる者
(前出)が出た｡水 ･大気 ･野生動物といった環境財はもともと私有されず市場
によっても規制しえるものでもない｡またS02やPCBといった廃棄物への市
場ももともと存在しないのである｡ たしかに土地私有が差額地代を条件づけ,
その ｢資本化｣によって ｢土地価格｣なる現象が生じているように,水の ｢商
品化｣が考えられ始めている｡ 永年土地の付属物として考えられてきた水は,
都市用水や工業用水への需要増によって土地から独立した財としての性格 (定
量測定Paracre-feet)を獲得しつつあり,農業用水の慣用水利権の解体や原水
｢市場｣の成立 (開発コスト差額で評価)を促している｡
だが水や土という環境媒体は,あくまでも生態系の一部であり, しかる意味
でのみ人間への経済的効用をもつ｡ 従ってそれから人間への効用面だけを切 り
離して ｢市場に内部｣化することはあくまでも一つの勘定上の便法的措置であ
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ることを片時も忘れるべきではない｡
経済学では,ピグーにならって,経済活動が環境へ与える損害を外部性 (ex-
ternality)と呼ぶが,その市場-の内部化を ｢社会的費用｣として試みること
も部分的になしうるにすぎないと認識していた｡環境経済学は,市場の分析や
内部化手法から区別された実物経済 (使用価値 :生産一般)の解明にも取 り組
んできた｡ それは, (経済 ･生態)モデル (Economic-EcologicModels:
EEM), (物質均衡)モデル (MaterialsBalanceModels:MBM)などと呼
ばれていたものである｡
(EEM):これの考えかたは多様にあるが,その中でも,Daly,H.F.やIs-
1and,W.のモデルーそれは経済活動と生態活動を貨幣表示のInput-Output分
析で把握する試み-が知られ,更にエネルギー ･タームによるEnergyFlow
Matrixが研究開発された｡近年ではNijkamp,P.やJames,D.E.らによって,
energyの経済 ･生態部門における需要を数式で表示することもなされて来た｡
qa-QX+QeXe
但し,Ⅹ- (1-A)~1f
QとQ｡は,それぞれ経済活動と生態活動におけるabiotic投入係数のマ
トリックス
(MBM):公害は,最も痛ましいことであるが決して解決不可能な問題では
ない｡Ayres,R･U･とKneese,A.V.が副産物 (廃棄物)を外部性として示し,
Cumberland,J･H･がImput一〇utputModeligsにおける環境 (生態系)部門の
包含を主張してから,環境から環境への物質の流れ (フロー)としての経済活
動の実物像が研究されるようになった○環境から全てのMateralsinputsは環
境へと廃棄される量とまったく等しいことが明らかになっている｡ 環境からの
Materalsinputs量 (r)と廃棄物量一生産過程での廃棄量 (Ppl),最終消
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費過程での廃棄量 (Pfl),再生過程での廃棄量 (P｡.)-との間では,
n
∑ (ppl+P‖+P｡1)-r
l=)
という等式が成立する｡従って,ある地域の経済活動による廃棄物量がその地
域の環境のもつ浄化能力 (環境容量)をこえるならば,それは環境への損害
(polution)としてあらわれるのである｡
環境経済学の展開は,学際的研究を奨励し思索の相互浸透をもたらす新たな
科学的展望に絶えず刺激されてきた｡多くの面で,環境経済学は正統的経済学
の束縛から自ら解き放つことを志向してきた｡こうした状況のもとで,様々な
新たな理論とモデルが発展してきて,今後も発展し続ける｡こうした展開によ
り,問題は異なった理論を用いた多様な観点から検証されていくだろう｡
環境経済学は今後さらに,人間と環境の間の経済的相互関連に関して,経済
活動と人間の福祉-の環境の影響と同様に,環境-の経済活動の作用の研究を
含めていかなくてはならない｡また,環境経済学の研究において,我々が自然
環境的な資源に考察の注目を絶えず向けるのは適切である｡自然環境の状態が
人類の福祉に直接影響する重要な四囲の状態であるからである｡広い範囲では,
環境は,人間が造った諸環境がその持続のために依存する基盤であり,大気や
水質汚染物質や固形廃棄物といった人間活動からの廃棄物の重要な感受器
(receptor)であり捨て場 (sink)である｡量的な経済成長にともない,その無
数の ｢自由な｣環境サービスを供給する自然環境への需要が増大し,それ故に
それへの過負担となり,ある場合にはこれは環境的な災害を強める｡更に,人
間が造った環境が再生不可自然資源の枯渇によって脅かされるであろうし,人
類が人間の享受及び/ないし高い目的のための源としてそれ自体保全する価値
がある自然環境を不可逆的に喪失しつつある恐れがある｡こうしたすべての,
そしてそのほかのことのために,資源経済学は環境経済学の研究における提携
すべき一つの最大の隣接領域になってきている｡
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このように,環境経済学にとっては,環境の外部性と持続可能性が中心的に
重要であるので,これまで生態学者や自然科学者に委ねてきた自然 (動物,棉
物,自然のままの区域)を最適に保全するために,広い意味での社会科学の目
から,市場の失敗を再考し自然保護についての決定,生物資源の世界的ス トッ
クの減少とその結果による経済発展の持続と生活水準の維持の決定にも目を向
けていく必要がある｡ なぜなら,人類の存在は究極的には生命ないし生物学的
世界に依存しているので,人類に対する自然の重要性を過大評価 として看過す
ることは戒めなければならない (Tisdel,1993)｡
このハンドブックがとったアプローチは,限度はあるにしても,環境経済の
面に絞ってみたとき,環境の汚染や劣化及び自然資源の枯渇問題を経済的価値
になおして経済指標に最大限反映させ,経済運営の指標の修正を促 し,より環
境の維持というメインテナンスを基本に置いて,なお修復を動機づけることを
体系づけたものであることは,大きく評価すべきであろう｡ しかも,これを国
際社会のノルムに持っていく手順として,さし当たりは ｢国民経済計算体系｣
の項目と計算体系を活用しながら,それに追加的な項目を補足する ｢サテライ
ト勘定｣段階を設定し,更にそのSNAの経済計算体系自体の ｢揚棄｣を企図
しているのである｡ こうした二段構えによる手順は,相互の関連をもたせて,
｢環境と経済｣を同じメダルの表裏の関係という意味で検討していく上では ｢実
用的｣である｡ しかし,このアプローチで,実用面では ｢統合｣されているに
しても,理論的にはまだまだ ｢これまでの経済学原理｣を整理し ｢組み替えた｣
には程遠い｡
SEEAの作業は,他方でSNAの改訂作業と平行し連結 している｡ アメリ
カ副大統領ゴアは,Repetto,氏.がインドネシアで行った調査報告書に触れて,
それによればこの国の森林資源損失による被害総額は,現在では材木切 り出し
による収入額を超えたこと,多くの表土流出のため木材伐採による収入全体が
約40%かた減少していることが明らかだが,こうした環境経済的惨事にも拘ら
ず,当局の経済報告は全てが順調だとしている｡ ｢私は,最近国連でGNPの
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定義の定期的見直しを担当している職員に,なぜこうしたまやかしが計算方法
の中に残ったままなのかを質問した○ 私は,Daly･H.E.やRepetto,R.や
Costanza,R･らとともに,今次でのGNPの改訂すべき方針を取りまとめたが,
改訂の手続きに携わっているその職員は,我々の提言の必要を認めたものの,
修正をいますぐ実行に移すことは難しく,まだまだ不便であると主張した｡次
の機会は今から20年後になってしまう｣と書いている (ゴア,訳p.210-211)｡
こうした現状の中でまとめられたこのハンドブックが仕掛けた ｢環境面から
経済指標修正のインセンティブ｣を経済学がどのように受けとめてレスポンス
するかが,いま問われているのではなかろうか｡従来,環境を取 り扱うのに,
経済学の本流は極めて冷淡な対応をするか,消極的に扱う傾向が強かった｡ そ
のために環境経済学は,ともすれば経済政策とか公共経済学の中ですら ｢亜流
の位置｣を占めるにすぎなかった｡既存 ｢理論｣の枠組みにとらわれたままで
は,勘定論といういわば ｢会計学｣的にまとめられた今回のハンドブックの実
務効果が経済学の枠組み自体の検証-と進む契機を提供しているとは受けとめ
難い｡生態系環境の悪化として集約されつつある地球環境の異変を経済的メカ
ニズムの中で調整しようというピグー以降の ｢外部性の内部化｣論と政策手法
では,もはや限界に来た｡ ｢市場経済｣のメカニズムに,企業ないし経済活動
が環境保全にプラスの方向で働くような ｢メインテナンスの仕組み｣を用意す
る必要がある｡ それはまず,費用効果,すなわち概念と項目の見直し:純益
(エコ余剰)評価制の導入がコアとなるだろう｡ こうした統合が達成され,連結
的分析フレームワークが樹立されるに伴い,より包括的なデータ枠組みの確立
のための詳細な研究がのこされるが,これは学際的な作業を必要とする｡
その作業は分析的になされる必要がある｡ 環境勘定での環境費用の計算はし
ばしば,林業や漁業における付加価値との環境調整を計算する際に,例えばさ
まざまな樹木のタイプやさまざまな魚の種目を区別することを詳細になすこと
を要請する一方で,環境勘定における計算は,経済勘定と互換的である必要が
ある｡ さもなければ,環境調整が適切な経済変数のためになされる場合に,如
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何に経済活動が (例えば資本産出率に基づいて)影響を受けるかを予測評価す
ることは困難であろう｡ 与件の政治的メッセージを無視して,分析的視点から
多くの情報を伝えようとしないGDPとの地球的調整をただ机上でなすだけで
は誤りおかすと,ハンドブックは自戒している (ibid.,(4.131))｡
更に,環境勘定に先行する環境分析は,国民経済計算に従事する機関や専門
家とはかなり異なった環境関係の専門家や機関によってなされる｡ 国民計算に
伝統的に責任を担ってきた機関だけで,または環境分析に係わっている機関の
いずれかだけで閉鎖的に環境勘定を遂行することは,普遍的にこの仕事の統合
を成し遂げないであろうし,統合された勘定と分析に基づく将来の仕事のため
の一層の意味をもたない一度限りの調査となってしまいかねない (ibid.,4.132)｡
なお,この稿では,SEEA版4まで取り扱ったが,冒頭にも掲示していた
通り,SEEAマトリクスは版Vまで拡張されて用意されている｡ 版Vで更に
拡張されている点は,
- ｢家計生産｣における生産範ちゅうの拡張
一自然環境の ｢生産活動｣の果実としての ｢環境サービス｣の導入
-｢外部化｣と生産内活動の関連
を取り込んだことである｡ この論点は,続稿で触れたい｡
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